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厚生労働行政の在り方に関する懇談会 最終報告 たたき台（案）  

1．はじめに  

○ 厚生労働行政の在り方に関する懇談会は、国民生活に身近な厚生労   

働行政について、国民の目線に立った行政を推進し、国民の理解を得、   

信頼を回復することが急務であることから厚生労働行政全般を総点検   

し、その在り方を検討し、再構築を図ることを目的として、平成20   

年8月に設置された。   

○ 当懇談会は、設置以来、合計○回にわたり、委員以外の有識者から   
の意見聴取も含め議論を行い、昨年12月には、厚生労働行政の在り   

方に関する基本的論点と考え方を示した中間まとめを行った。   

○ 中間まとめでは、過去の反省と将来に向けた機能強化という2つの   

視点から、「行政運営の在り方」と「行政組織・体制の在り方」の2つ   
の分野について検討を行った。このうち、「行政運営の在り方」等につ   

いては、具体的な指摘を行い、政府に対し、可能なものから速やかに   

実施することを求めたところであり、また、「行政組織・体制の在り方」   

については、更に検討を深めることとした。   

O 「行政組織・体制の在り方」については、現下の、また、将来の行   

政課題と密接に関連するものであり、厚生労働行政をめぐる諸課題に   

的確に対応する行政組織・体制を確立すべきとの観点から、その在り   

方を検討した。  

○ 少子化・高齢化、人口減少による人口構造の変化、非正規雇用の増   

大など雇用構造の変化、社会保障の給付と負担の急激な増大など、厚   

生労働行政を取り巻く環境は極めて厳しい。また、政策課題について   

も、従来の枠組みでは対応できない、総合的、制度横断的な対応が求   

められるものが増加している。   

○ このような状況に対応し、真に国民が求める改策の立案・実行を可   

能とするためには、組織全体のガバナンスを発揮し、政策課題に的確   

かつ柔軟に対応できる組織・体制が必要である。  
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○ 当懇談会としては、「行政運営の在り方」等について提言した「中間   

まとめ」と、以下に述べる「行政組織・体制の在り方」についての提   

言を合わせて、最終報告とする。  

2．行政組織側在り方の基本的視点   

○牒方を二考えるに当たっては、次の視点に立って  

討することが重要  

岬行うシス  テム（ガノ呵十  
決定、判断が行われ、実行に移すことができるようにする。  

輝こ肘掛こ取り組むことができるようにする   

このためには、密卿哉・体  

制を柔軟に見直すことが求められ、糸嘩  

行い、人員配置のメリハリをつけることが必要し   

叩こより、行政組織全倦  

の肥大化を招かないようにする。このため、組織の再編に当た？ヱ  

は、御所設・強化する一方、状況変化に応じて縮′J＼・  

見直しを大胆に進めるとともに、関連する組織の統合による調整コ   

ストの低減や類似業務の集約による業務効率化など、限りある人材   

資源を有効に活用できる組織・マネジメント体制とすべき。  

3．行政課題に的確かつ迅速に対応  できる体制の確立  

（大臣を中心とするガバナンスの強化）   

○牒   

大臣が主宰する政策推進会議を設置することが必要。   

○ これについては、研究機関の長も参加した形で省内の政策の方向   
性・部局間の調整など意思決定を図る場、外部有識者も参加した形で   

政策の方向性・戦略を議論し決定する場、明   

いて利用者等国民も参加した公開の検討の場などが考えられ、人選な   

ども含め大臣の判断の下、適切な形を選択していくことが重要。  
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○ 大臣が省のトップたる政治家として、適時・適切にかつ多角的な見   

地から情報を得て、判断を下していくために、これを補佐するスタッ   

フの充実を検討すべき。   

○牒   

卿こおいて副大臣や政務官が対引こ代わって担当金野   

を分担して対応できるようにするなどの措置を一層活用すること㌍必   

要。イギリスにおいては閣外大臣が議会に対して大きな役割を果たし   

輝こ   

猛かしていくことが重要。御   

政府全体として国会の理解と協力が得られるよう取り組むべき。   

（政策統括官組織の強化）  

○ 雇尉と折即那章・福祉施策など総合自勺・制度横断的対応が必要とな   

岬逝   

的な対応を柔軟かつ十分に行うことができる体制が必要上   

○ 総合的かつ基本的な政策の企画及び立案を担当する政策統括官組織   

を強化するとともに、機動的な対応を行うことができるような柔軟な   

組織とすべき。   

（PT・対策本部の活用）   

○ 複数部局にわたる施策の総合的な推進や調整の具体的な取組が必要   

とされる課題などについては、審議官などのスタッフ職を積極的に活   

用してプロジェクトチームや対策本部を機動的に編成。リーダーとな   

る審議官の権限と責任を高めることなどによりゝ部局間の調整コスト   
を効率化し、迅速な対応を可能にすべき。   

（PDCAサイクルを回す仕組み）   

○ 厚生労働行政の全ての業務において、担当責任者を明確にした±三   

業務量に留意しつつPDCAサイクル恥業   
務改善御塵   

を活用し、省全体としてのPDCAサイクルを推進すべき。  
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4．対応が急がれる行政課題に的確に対応するための組織体制の確立  

○ 社会保障国民会議では、少子化・次世代育成支援対策や医療・介護・   

福祉サービスの改革等は社会保障の機能強化のため重要なものと位置   

付けられている。 また、昨年12月の「中期プログラム」では、安定  
的な財源を確保し、堅固で持続可能な社会保障制度を構築することと  

されている  当懇談会におい ても、こうした観点から特に重点的に体  

制を整備すべき分野として、少子化対策、年金実務体制、医療・介護  

の連携、非正規雇用、社会保障費用の安定確保、危機管理などを取り  
上げた。   

（1）少子化対策を強力に推進する体制の構築  

○ 少子化は我が国が直面する最大の問題であり、待ったなしで有効な   

手だてを講じることが必要である。少子化対策を強力に推進するため   

には、少子化対策に係る多くの施策を持ち中核的な役割を担う厚生労   

働省において、省を挙げて対策を強力に推進する体制を整備すること   

が急務。  

○ 具体的には、現在、特命事項を担当する次官級の職として置かれて   
いる厚生労働審議官を責任者として関係部局を統括する少子化対策統  
括本部（仮称）を設置し、社会保障関連施策  労働関連施策を総動員  

し、一元的かつ制度横断的な対応を進めるべき。  

○ 当該本部の事務局には、   企画官などのスタッフを活用するとともに、  

民間から政策立案に携わる人材を登用するなど社会全体として取組を  

即応・即実行に移せる体制を検討すべき。  

（2）年金の記録管理をはじめとする年金実務体制の抜本的見直し  

○ 年金記録問題については、解決に向けた取組を着実に進めるととも   

に、二度とこうした問題を起こさない年金実務体制を確立しなければ   
ならない。このため、業務処理方法等の見直しとこれを支える組織づ   

くりを車の両輪として進めることが必要。  

○ 平成22年1月に設立される日本年金機構については、こうした要   

請に応えた組織・体制とすることが必要。また、年金業務については、   

社会保険オンラインシステムの最適化やITガバナンスの強化などを  
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含め、業務処理方法を徹底的に見直し、国民の協力と責任ある対応を  

求めながら、新たな業務プロセスの確立に全力を挙げるべきb加えて  

制度設計において、国民にも分かりやすく、  業務処理が無理なくでき  

るように配慮することが必要。   

○ 年金記録問題の早期の解決のため、厚生労働省・社会保険庁におい   

て全力で取り組むこととし、いわば危機に対する緊急対応が必要な課   

題として受け止め、卿行うため、臨日割伽こ有期雇用職員   

を雇用するなど人員体制と経費の両面にわたり、格段の増強を図るべ   

き。日本年金機構設立後においても、御・取組体制を整備   

し、厚生労働省の管理責任の下に年金記録問題の着実な解決に向け、   

国民の安心が得られるよう対応を行っていくことが必要。   

（3）医療・介護の連携  

○ 高齢化の進展に伴い、医療と介護を同時に必要とする国民は今後ま   

すます増大する。急性期から回復期、慢性期と一貫した医療・介護サ   

ービスの提供体制を構築し、その効率化と機能強化を図ることが急務   

であり、行政の組織体制も、その的確な推進を図ることができるもの  

とすべき  

○ こう▼した観点から、医療サービスの提供面を担当する医政局、公的   

医療保険制度の運営を通じて医療サービスの費用面を担当する保険局、   

介護サービスの提供と介護保険制度を担当する老健局の3局が、統一   

された方針の下に整合的に政策の立案・実施を行うことを組織面でも   

確保することが必要。  

○ このため、既存の審議官の任務を見直し、医療・介護に関する基本   

的・総合的な政策方針の策定や調整を局横断的に担当させる。その組  

織については企画官などのスタッフを活用。平成24年には診療報  

酬・介護報酬の同時改定が予定されていることも踏まえ、速やかに体  

制整備を図ることが必要。  

○ 医療従事者の資質向上の観点から医療職種に着目して編成されてい   

る現在の組織について、利用者（患者）の立場に立った行政を進める   

という視点から、資格の管理だけでなく、その資格が行うサービスの  

向上について正面から取り組む体制とすべき  
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（4）非正規労働者対策の総合的推進  

○ 近年の非正規労働者の急増という雇用構造の大きな変化の中で、昨   

年の世界的な金融危機に端を発した急激な経済活動の落ち込みは、い   

わゆる「派遣切り」などにより職と住居を同時に失う者が生じるとい   

う深刻な事態をもたらすとともに、社会的に大きな問題を提起した。   

非正規労働者の雇用の安定と職業能力の向上は、我が国の労働者の約   

3分の1が非正規雇用であり、正規労働者と比べて厳しい労働条件に   

置かれているという状況の中、現在の労働政策における最重要課題と   

なっている。  

○ 厚生労働省において、雇用問題は職業安定局が中心に担当している   

が、正規雇用を主軸として組み立てられた制度を担当する課において、   

それぞれ非正規労働者対策が行われているといった側面がある。現下   

の状況に迅速かつ総合的に対応するため、既存の部を再編し非正規労   

働者対策に正面から取り組む部を編成するなど、総合的・機動的に対   

応する組織を整備すべき。  

○ 併せて、●非正規労働者対策について、職業能力開発や生活の支援な   

ど多岐にわたる政策を、部局を超えた視野から厚生労働省全体で総合   

的に進めるための統括機能の整備も必要。  

（5）社会保障の安定財源の確保に向けた取組と体制整備  

○ 昨年12月に閣議決定された「持続可能な社会保障構築とその安定   

財源確保に向けた「中期プログラム」」では、安定的な財源を確保し、   

堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度を構築すること   

とされており、「消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予   

算とは厳密に区分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費   

用の対応関係を明示する」とされている。   

O  「中期プアグラ凋社会保障を   

担当する立場から、サービスや制度が国民生活の安定と安心に確かな   

機能を無駄なく効率的に果たすものであることを国民に十分に説明し、   

理解と納得を得て、財源を確保していく責務を負うこととなる。こう   

した取組を進められる体制の整備が必要であり、給付と負担の適切な  

関係を前提とした安定的な財源の確保、区分経理を前提とした予算・決  

算の仕組みの検討、国と地方を通じた社会保障の財源構成の把握などを行  
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う体制を整え、早急に取組を進めるべき。   

○ 政府においては、社会保障の制度改革や財源確保に当たって、目指   

す方向とその影響について国民の理解と納得が得られるよう、政府内   
で問題意識を共有し、政策の方向性を明確にした上で整合性をもって   

取組を進めるべき。   

（6）危機管理・安全確保体制の構築とグローバル化への対応  

○ 医薬品・食品の安全性確保、感染症対策、災害救助など国民の健康・   

安全に関する危機管理を行う分野においては、常時継続した情報収集、   

発生時の瞬時の的確な対応、意思決定が求められる。厚生労働省にお   

いても、危機管理のため24時間365日常駐の体制をとっている省  

野について危機管理体制の確保が必要。  庁に準じ、次の   

（感染症対策）  

○ 感染症対策については、新型インフルエンザの発生などをいち早く   

把握できる情報収集・分析機能の強化、海外からの流入を防止するた   

めの水際対策の強化等のための体制整備が必要。   

（輸入食品安全対策）  

○ 輸入食品の安全性の確保は国民の重大な関心事であるにもかかわら   

ず、検疫所の検査体制は十分とは言えない。食の安全に関わる様々な   

問題が相次いで発生している中で、輸入食品の安全性確保に取り組む   

ための体制強化が必要。   

（医薬品等の承認審査・安全対策）  

○ 医薬品・医療機器については、度重なる薬害事件への反省から安全   

確保に万全を期すよう強い要請がある一方、国民が迅速に新薬等の利   

益を享受できるようにする観点から医薬品等の承認審査の迅速化の要   

請も強い。承認審査・安全対策業務について、高い専門性や不断の技   

術革新に対応する必要性の確保といった要請に応え、新薬の承認まで   

の期間を2．潤う体制を塵   
化すべき。  
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○ このため具体的には、医薬品等の承認審査や安全対策に従事する専   

門知識を有する人員を早急かつ計画的に増加させるとともに、現在、   
厚生労働省と独立行政法人医薬品・医療機器総合機構で実施している   

業務について、国際的な水準も踏まえつつ、科学的に迅速かつ的確に   

対応できる組織体制を整備することとし、責任の明確化、業務運営の   
効率化等の観点を踏まえつつ、同機構の業務の在り方を含め、 一元的   

な組織体制も視野に入れて検討を進めるべき。   

（グローバル化への対応）   

○ 国際間の経済協力連携、労働力の国際移動など経済社会のグローバ   
ル化の進展に的確に対応できる体制としていくべき。  

旦」行政運営の改革を確実にする体制の整備   

○ 厚生労働行政は国民一人ひとりの生命・健康や日常生活に直接影響   

を持つ重要な制度を運営している性格をもつものであるにもかかわら   

ず、国民から様々な厳しく強い批判が生じ、行政の信頼が大きく損な   
われた。働こ受け止め、深く反省するとともに、行政   
畑た様々な料簡・提言を着実に実   

迅こ移すべき。そのため、行政運営の改革を確実にする体制が不可欠。   

○ 政策が多くの国民の理解と納得を得られるよう、企画立案の裏付け   
となるような研究を推進することが必要。また、研究の成果を政策立   
案に的確に活かす仕組みと体制を確立すべき。   

○ 苦情などの国民の声を受け止め所要の改善につなげる仕組みや、厚   
生労働行政が適切に機能しているかどうかをモニタリングする仕組み   

を整え、これらが適切に機能しているかどうかを外部の目を入れてチ   

ェックする仕組みを導入すべき。   

○ 社会保障カード（仮称）の導入をはじめとして、厚生労働行政全体   
のIT化を早急に進めることが極めて重要。このため、厚生労働省全   
体のIT化を統括・推進すろ体制を整備するとともに、ITに関する   
専門的知識を有する外部人材の活用や職員に対する教育訓練を積極的   

に行うべき。  
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○ 厚生労働省に対する信頼を回復するためには、全ての職員のコンプ   

ライアンス意識の向上・徹底を図ることが必要。職員として当然守る   

べき国家公務員倫理規範、勤務時間管理、記録管理、情報公開、契約   

などに関する法令やルールを整理し、教育訓練を行うべき。  

6．政策課題・業務量に応じた組織・人員の在り方  

（1）厚生労働省が担うべき事務・事業の整理   

○牒至り方の検討に当たっては、「2」の   

基本卿適時適切に重要課題   

叫題   

に的確に取り組むことができろ慕うにしつつ、髄月巴大化   

を招榊用することを旨とした。組織・体   

制の見直しに当たっては、瑚ならない事   

務・事業を峻別することが必要。  、  

9 その際、地方自治体や民間の自主と責任に委ねるべき事務・事業を   

検討し整理し、それぞれの責任と役割分担、各主体間の連携の在り方   

を明確化するとともに㌧制度については、実務を担う現場や国民にと   

って複雑にならず分かりやすい簡素なものにするよう留意することが   

必要。  

○また、僻地二万自治体   

との連携を強化するとともに、地方自治体においても機能強化に向け   

た体制を整備することが求められる。   

（補助事業等の見直し）   

○ 補助事業等については、交付金化・一般財源化を進めると同時に、   

国と地方が責任を分担しつつ、協働して事業の的確な実施を確保する   

ため、国と地方を通じたPDCAサイクルを機能させるべき。それに   

より、地方の独自性に配慮しながら、国民にとって事業が利用しやす   
いものとなっているか、無駄な事業が行われていないか、 事業が効率   

的に行われているかをチェックし改善に結びつけていくことが必要。   

○ このため、先駆的事業としてモデル的に実施する事業、地方の実状   
に応じて選択的に実施する事業、全ての地域において実施すべき事業  
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といった仕分けを行い、それぞれの性格に応じた見直しを行うことが  

考えられる。見直しは、地方分権改革推進委員会の検討状況を踏まえ  
ながら他省庁に先駆けて準備を進めるべきであり、見直しを推進する  

ため、PTを含めた体制の整備を検討することが必要。  

（地方支分部局の見直し）   

○ 地方支分部局の見直しについては、近々政府が策定する予定の「出   

先機関改革計画」を踏まえて適切な対応がとられるべき。  

（2）多様な政策課題と業務に対応した体制の確立  

○ 厚生労働行政分野において取り組むべき政策課題は年々増大してお   

り、国の予算規模においても、一般歳出の約半分、全府省で最大の予   

算額を占めるまでになっているが、こうした政策課題の増大に組織・   

体制が追いっいていない。   

○ 厚生労働行政に対する国民の信頼●を確保していく上では、的確な政   
策立案と業務遂行が求められることは当然であり、政策課題・業務量   

に見合った組織・人員を確保することは不可欠。このため、行政課題   

が増大している厚生労働行政分野への人材配分、中でも政策立案機能   

を強化すべき部署への重点的な人員配置を行うことが必要。   

○ その際、  

・牒担う者についてサービスの受け手・提供側双方の立場   

での経験や市町村との連携など現場経験の大幅な拡大や、意欲と能   

力を発揮し一体感と使命感をもって取り組む人材の育成を行うとと   

もに、御巨・旧労働の枠   

を超えた人事ローテーションの工夫、職員のインセンティブを高め   

組織の活性化を図るための人事運用などの取組を行う  

・ 民間機関、自治体や他省庁との人事交流を積極的に進め、外部の   
知識・ノウハウを積極的に採り入れて政策の視野を広げ、政策の質   

を向上させるとともに、行政実務を自治体に委ねている分野におい   

て政策立案を行うに当たっては、現場の意見や実状を吸い上げる体   

制を強化する  

ことも行うべき。  
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○ また、行政組織全体の肥大化を招かないという視点から、事務・事   
業の見直し・簡素化や徹底した業務の効率化を進めるとともに、多様   
な政策課題に適切に対応するため、現在の組織・人員体制を前提とす   

ることなく、再編・シフトなどを大胆かつ機動的に行い、組織・人員   

にメリハリを付け、聖域なく厳しく重点化・合理化を図っていくべき。   

○ 同時に、政府全体としても、行政効率化の一層の推進を図るととも   
に、行政需要の変化に柔軟に対応することが必要。各府省の行政需要   

の動向とそれに対応するために必要な組織・人員を的確に把握し、各   
府省への配分の見直しと必要な行政分野への人材のシフトを迅速かつ   

大胆に進めるべき。  

（3）今後の検討課題   

○瀬省が担っている事   

務事業について他の機関が担うことが考えられないかとの観点から   

以下の論点が本懇談会におい て提起された。これらは、府省の編成の   
在り方に関わるものであり、今後、政府全体で検討していくことが必   

墓」 

・凋行うと   

や観点から、労働保険料徴収との事務の一元化を引き続き進めると   
七もに、国税・地方税の徴収との関係についても同様の観ノ点から可  

能な限り整理するこL   

・年金の財政検証をはじめとする数理業務を受け持つ年金数理部門   

に関し、より中立的な形で国民の理解を得ていくための組織・体制  

を整備すること。  

7．おわりに   

○ 政府においては、昨年12月の当懇談会の 中間まとめ及び今回の最   

終報告での提言を受け止め、実現に向け真筆な取組を進められること   

を期待する。   

○ 厚生労働行政における行政運営の在り方の見直しについては、当事   

者たる厚生労働省の取組如何によるところが大きい。また、行政組織・   

体制の在り方については、関係者・機関の協力と理解を待つつ、速や   

かに実現すべく最大限の努力を払う必要がある。  
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○ 厚生労働省においては、当懇談会の提言を受け改革の実を上げるよ   

う、改革の工程表を作成し、それに基づき計画的かつ着実に取組を進   

めるべき。また、改革の進捗状況を把握・管理し国民にその状況を宣   

独公開していくとともに、夕脚線からの   

チキックを定期的に実施するなど適切な助言を受けながら、今後とも   

手を緩めることなく、全力で厚生労働省改革に取り組むべきである。  
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資料1－2  

（参考）  最終報告、たたき台（修正案）の構成  

Ⅰ基本的視点 （たたき台の2．）  

①組織全体としてガバナンスが機能し、適時適切に重要課題についての方針   

決定■判断が行われ、実行に移すことができるようにする  

②現下の新しい政策課題に的確に取り組むことができるようにする  

③その際、既存の組織を活用するなどのエ夫により、行政組織全体の肥大化を   
招かないようにする  

Ⅱ 組織・体制の見直しの具体的な形（たたき台の3．～5．）  

（1）行政課題への的確かつ迅速な対応   

・大臣のガバナンス強化：大臣が政策推進会議を主宰、補佐スタッフを充実   

・政策続括官組織の強化：機動的・横断的な対応体制   

・PT■対策本部の活用：局横断的に取り組む体制   

・PDCAサイクルを回す仕組み：政策評価担当部署の活用   

（2）対応が急がれる行政課題への的確な対応  

［少子化対策］  少子化対策統括本部（仮称）を設置、厚生労働審議官を責任者として、  

関係部局を統括し、一元的・制度横断的な対応を推進。  

業務・組織の両面で実務体制を構築。年金記録問題については臨時  

的に人員体制・経費の格段の増強。  

審議官の任務を見直し、権限と責任を強化。局横断的な基本方針の  

策定等を担当。基本方針の下で関係局が整合的に政策立案・実施。 

非正規労働者対策に正面から取り組む部を編成（既存の部を再編）し、  

総合的・機動的に対応。  

中期プログラムを受け、安定的財源確保、予算・決算の仕組、国・地  

方の社会保障の財源構成の把握等を行う体制を整備、早急に取組。  

常時継続した情報収集、発生時の瞬時の対応、意思決定のための体  

制強化。医薬品について一元的組織も含め検討等。  

［年金実務体制］  

［医療・介護］  

［非正規労働者］  

［社会保障財源］  

［危機管理・安全確保］  

（3）行政運営の改革を確実にする体制整備  

Ⅲ 事務・事業の整理と組織・人員のシフト（たたき台の6．）  

（1）厚生労働省が担うべき事務・事業の整理   

肥大化を招かないよう、既存の組織の活用を旨とする。国・地方・民間の   

責任と役割分担等を明確化しつつ、真に厚生労働省が担わなければならな   

い事務事業を峻別（補助事業等の見直しの推進等）   

（2）多様な政策課題と業務に対応した体制の確立   

再編・シフトなどを大胆かつ機動的に行い、組織・人員にメリハリを付け、聖域な   

く厳しく重点化・合理化。政府全体でも配分の見直しと人材シフト。   

（3）今後の検討課題   
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（注）最終報告たたき台（案）の「2．行政組織一体制の在り方の基本的視点J、r3．行政課邁に的確かつ迅速に対応できる体制の確立」、「4．対応が急がれる行政課愚に   
的確に対応するための組織体制の確立」において指摘のあったものをまとめたものであり、今後の検討課題に係る部分については入れていない。   


